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    はじめに 

大学の知とアントプルヌールシップの 新結合による 経済活性化を 目的とした地域産業創 

出構想は 、 益々その重要性を 増してきた。 そして、 コーディネーション 機能は、 大学の研究 

、 ン - ズを 中心に、 研究開発会社の 設立・運営とその 研究成果を産業化するための 開発会社・ 事 

業会社などの 設立・運営に 至るまでの過程において 最も重要な要素として 位置づけられてき 

た 。 しかしながら、 実際、 研究成果が製品化・ 事業化にまでつながった 事例がほとんどなく、 

地域企業のコミットメントも 弱くなっている 1 。 その原因として、 ここでは、 その最も重要な 

理由として、 大学のシーズを 中心とした研究開発体制では、 その推進におけるコーディネ 、 一 

ションの負担と 地域のコーディネ 、 一 ション能力とのギャップが 存在することに 注目する。 

本研究の目的は、 地域産業創出構想の 推進において 今までの大学のシーズ 中心の コ一 デ イ 

ネ、 一 ション体制の 問題点と特徴を 指摘し、 その代案になる 新しいコーディネ 、 一 ション体制を 

提案することであ る。 

Ⅱ． 東北インテリジェント・コスモス 構想とシーズプッシュ 型研究開発体制 

東北インテリジエント・コスモス 構想は、 東北地方が研究開発と 産業開発の国際的な 拠 

点となることを 目標とした構想であ る。 東北インテリジェント・コスモス 構想は図 1 で 示 

したよ う に、 構想を推進する 3 つの中心的な 組織として構想推進協議会 2 、 学術振興財団，、 

( 株 )ICR が設立されている。 これら 3 つの中心的な 組織は、 東北地域に散在する 研究 シ一 

ズ 、 資金、 人材、 施設などの資源基盤と 国の各種の支援制度を 活用しながら 構想の推進に 

取り組んできた。 この中で中核的な 役割を担 う のが ICR であ る。 ICR の主な事業は R & 

D 会社の設立・ 運営支援と地域コンソーシアム 研究開発事業であ る。 まず、 R&D 会社の 

設立・運営支援・ 実用化のための ICR の支援事業を 行われている。 設立支援とは、 今ま 

で 学術振興財団のシーズ 調査から発掘されたシーズを 評価・選定し 、 R&D 会社設立のた 

めの研究計画・ 費用選定と参加企業・ 出資誘導などの 支援を行うことであ る。 運営支援とは、 

R &D 会社の運営コンザルティン グと 研究施設の賃貸、 研究期間中の 地域内の大学と 政 

府 系の研究開発促進法人との 調整などを行 う ことであ る。 実用化と事業化の 支援とは研究 

開発会社から 出た研究成果を 評価し、 研究成果を実用化するための 共同開発企業の 選定、 

共同開発資金の 支援などを行い、 研究成果を商品化・ 事業化に結びつけるということで 

あ る。 ICR が最長 4 年間で費用の 3 分の 2 の資金を無利子で 援助する。 しかし開発会社は 

開発目標に達していない 場合には返済義務はないと 定められている。 現在のどころ 返済し 

た事例は 1 つもない。 

ICR は現在までに 14 の R&D 会社を設立している。 特許については、 2001 年 まで 14 

研究所から国内 354 件、 国外 50 件の特許が申請され、 国内 90 件、 国外 31 件が登録さ 
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スモス研究機構 (lCR) 
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                  融資   委託 

東北インテリジェント   
コスモス構想推進協議会 ( 財 ) インテリジェント・ コ 

スモス学術振興財団 一 
自然科学研究に 対する助成 

国際的研究交流に 対する助成 

産学官連携の 推進 

  

Seed8 、 研究人材 東北地域の大学教員 から構成 
学術研究会員数 : 

2610 名 (2003 年現在 ) 

構想の資源甚 - 一一一一 e 一一   

                          S 、 Needs. 人材、 資金、 施設、 支援 

  協力機関 
  東北ベンチヤーランド 協議会 

  東北マルチメ デ イア・アプリケ 
ーション技術開発推進協議会 

                                                      東北データベースソ サヱ ティ等 

  
注 ) 東北インテリ 、 ジエント・コスモス 構想推進協議会提供資料により 

図 1  東北インテリジエント・コスモス 構想、 推進組織関連 図 

れた。 学会発表件数は 1500 件を超えている。 そのうち 13 社が研究開発段階を 終了している 

が、 開発会社に移行したのが 4 社で、 事業会社としてスタートしたのが 2 社であ る。 しかし、 

開発会社に移行した 事例が 4 件にすぎないということは 非常に少ない 結果であ る。 また事業 

会社に移行した 2 社も、 いまだに 目に見えるほどの 成果をあ げていない。 その結果、 構想に 

関する地域企業のコミットメントも 弼くなっている 4 。 

注 ) 具体的内容とデータについては 発表の時別途の 資料で提示する 

Ⅱ・ コーディネーションの 負担と能力との 大きなギャップ 

その理由として、 東北地域におけるアンケート 調査とヒアリンバ 5 の結果によると、 地域 

企業には研究者・ 技術者の不足、 研究期間の長期化とそれに 伴う研究費用負担、 および 研 

究 テーマも地域企業の ニ 一一 ズ との不一致などをあ げている。 また、 大学との共同研究にお 

いて必要な事項 ( 施策、 設備・施設など ) として、 大学と人事交流施策 (31.5%) と共同研究 

などのコーディネーター (28.2%) を重視する結果となった。 さらに、 東北地域 (6 県 ) 

の企業・団体 19 社のヒアリンバ 調査でもシーズに 関する情報の 不足、 大学と企業をつな 

ぐ コーディネータ 一機能の充実が 指摘された。 このような結果は 東北地域だけではなく、 

九州地域におけるアンケート 調査とヒアリンバの 結果とほぼ一致している。 このような調 

査結果と東北インテリジェント・コスモス 構想、 のコーディネーションプロセスを 総合する 

と 次のようなギャップが 存在することが 明確になった。 

1. シーズ中心のコーディネーションの 負担 

① 高度なコーデイネーションによる 負担 

i . 研究シーズからの 出発では、 事業の方向性が 不確実なものであ ることから、 研究 シ一 

ズが 発展可能な様々な 分野における 膨大な情報の 収集と分析が 必要であ る。 ニーズによ 

る研究開発プロジェクトとは 異なり、 シーズからの 出発では最終の 到達点が 暖昧 になっ 

ている場合が 多い。 そのために、 市場調査、 コスト計算および 工場生産の具体的な 可能 
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性を併せて検討し、 その結果を持ってでなければ、 中小企業ほとんどであ る地域企業へ 

の技術移転は 容易に行われ 得ないことを 示していた。 

五 ． プロジェクトの 実行においても 多様な支援体制を 構築しなければならない。 例えば、 

技術・人材・ 市場情報提供の 支援体制、 移転先企業の 探索と選定ためのマッチンバ 支援 

体制、 企業の立ち上がり 支援体制、 資金支援体制、 マーケティンバ 支援体制などあ らゆ 

る分野においての 総合的で高度なコーディネーション 体制が要求されるのであ る。 財政 

が 貧困な地域にとっては 大きな負担となる。 

② 長い期間による 負担 

シーズからの 出発では、 研究成果を事業化まで 推進するのに 非常に長い時間と 努力が必 

要であ る。 そのために、 コーデイネーションにおいても、 長期間に渡って 一貫したコーデ 

ィネ、 一 ションを維持しなければならない。 しかし、 産学官の異なる 参加者が本来の 業務を 

やりながら、 また、 参加者が所属している 組織から制約を 受けながら、 持続的にコミット 

メントするようにすることは 非常に負担の 大きいものであ る。 また、 研究者・技術者が 少 

ない地域企業として、 研究期間の長期化とそれによる 研究費用負担は 非常に大きな 負担で 

あ ると示していた。 

③ リニア・モデルに 基づくコーディネ 、 一 ション 

ICR の段階別事業プロセスで 分かるよ う に、 コーデイネ、 一 ションは 1 段階の研究開発、 

2 段階の実用化、 3 段階の事業化とステップごとに 行われており、 その間にフィードバッ 

クが見られない。 ICR の R &D 会社の設立・ 運営支援と実用化・ 事業化において、 研究開 

発会社は研究終了した 時点で実体がなくなり、 成果管理会社 ( ぺ一パ 会社 ) として残る。 こ 

のことは、 開発の段階では 前の段階がなくなり、 同じく市場化段階では 開発の段階がなく 

なってしまうことを 意味する。 その結果、 段階が進むことに 連れ問題解決のための 選択肢 の 幅は次第に狭くなり、 最終成果まで 辿りつく可能性は 薄くなっ て し ま ぅ のであ る 

2. 地域のコーディネーション 能力一 事務的なコーディネーション 体制 

      プロジェクト 全体に関する 権 限・責任、 およびよるインセンティブが 不在した体制 

今の コーディネーション 体制ではプロジェクトに 関わる重要な 変化、 公式・非公式制約が 

あ る場合、 例えは技術や 研究員、 国の政策などの 変化が起こりた 場合、 それを乗り越える 

ためには、 誰がどのような 権 限でプロジェクトを 実行して行くのかが 明確ではない。 その 

ために、 開発の段階でプロジェクトが 終わったり、 研究の段階で 終わったりするケースが 

発生する。 つまり、 プロジェクトの 全体を視野に 入れ、 成果指向的に 行われるよりも、 研 

究から開発、 開発から事業化へと 段階に応じたコーディネーションに 終わっている。 プロ 

ジェク ト を実行するための 権 限・責任のない 事務的なコーディネ 、 一 ションに終わっている   

Ⅱ． 中核支援組織は 第 3 セクター ( 県 市町村出資 ) であ り、 財政負担軽減のために、 役員   

常勤職員は県市 W 村などからの 退職者や出向者で 占められ、 コーディネーションの 一貫性 

を維持しにくく、 かつノウハウの 蓄積も難しい。 情報 力 、 企画力、 専門的知識、 行動力な 

どの戦略性を 要するコーディネ 、 一 ターとは全く 逆行の仕事のスタイルであ る。 ICR 場合も 

R&D 会社の研究員に 出向人事が多いことから   一つのプロジェクトでも 研究員とコーディ 

ネ、 一 ターが異なっていく 場合があ る。 特に政府や自治体といった 公的機関からの 出向人事 
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は 、 法律や規則によって 意思決定や行動が 縛られるから、 公的部門によるコーディネーシ 

ョンは本来困難なのであ る   

W.  企業家的なコーディネーション 体制への転換 一 プロデューサ 一体制 

地域産業創出構想において、 コーディネ 、 一 ションの負担と 能力との大きなギャップを 

いかになくしていくかが 非常に重要であ ることを検討してきた。 そのためには 権 限と責任、 

が与えられたコーディネーターが 必要であ る。 この様なコーディネーターをプロデューサー 

と 呼び、 プロジェクトのスタートの 地点から最終の 目標が達成できるまでの 事業を一貫して 

推進していく 実施主体とする。 プロデューサーは、 自分の責任の 下でプロジェクトを 推進し、 

最終の目的が 達成されてはじめて 評価されるために、 常に最終の到達点を 視野に入れながら   

地域のニーズや 技術、 社会の変化に 対応し意思決定を 行わざるを得ない。 従って、 事業全体 

の プロセスにおけるコーディネーションの 目的が明確になる。 このような「企業家的コーデ 

ィネーターを 中心としたコーディネーション 体制がプロデューサ 一体制であ る」と定義する。 

大学の技術シーズ 移転型についても、 あ るいは企業ニーズ 出発型にしても、 それぞれ利 

害得失を有しており、 これら両方式については、 どちらか一方のみで 対応できるわけではな 

く 、 場合に応じて 両者を使い分けることが 必要であ る。 そのために、 最も重要なことは、 各 

地域産業創出構想が 一定の成果を 出し、 次の構想へと 発展していくという 好 循環を形成する る と で あ その方法として 本稿では企業家的コーディネ 、 一 ション体制、 プロデューサ 一体 

制への転換が 必要であ ると強調する。 
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  注 l Pl. P2.P3 一 プロジェクト 別 プロデューサー、 PO  一 総合プロデューサー。     

    

          注   2      K   一 研究、   D 一   開発、   C   一 商品化、     B 一事業化                                                                 

図 2  企業家的なコーディネーション 体制 

， 岡本憲明「全国調査 苦戦する サ イェンスパーク」丁日経地域情報 山 第 244 号、 1996 年 4 月 15 日、 2 ～ 5 ぺ一 
、 ジ 。 伊藤 維 年日テクノポリス 政策の研究 コ 日本評論社、 1998 。 東北経済連合会「ポスト 四全総への提言・ 中間 
報告 J 1996 など数多くの 文献に指摘されている。 

2 1987 年 1 月に発足した「東北インテリジェント・コスモス 構想推進委員会」 が同年 11 月に 「東北インテリジ 
ェ ント・コスモス 構想 7 県協議会」へと 発展し、 1990 年 3 月に総合的推進組織として 現在の「東北インテリジ 
ェ ント・コスモス 構想推進協議会」 になる。 

  1989 発足した東北インテリジェント・コスモス 学術機構を 1996 年 ( 財 ) インテリジェント・コスモス 学術振興 
財団に改組した 

  岡本憲明「全国調査 苦戦する サィェ ンスパークⅠ丁日経地域情報 コ 第 244 号、 1996 年 4 月 15 日、 2 ～ 5 ぺ一 
、 ジ 。 伊藤縄 年 『テクノポリス 政策の研究 コ 日本評論社、 1998 。 東北経済連合会「ポスト 四全総への提言・ 中間 
報告 j 1996 など数多くの 文献に指摘されている。 

5 東北通産産業局 「東北地域における 新規産業創出のための 支援策のあ り方に関するアンケート 調査」 1998 
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